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はじめに
　2004年ll月29日に、内閣府企業会計審議会は、「財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関
する意見書」（以下、意見書）を公表した。本意見書は、その表題が表すように、「保証業務」の概
念的枠組み（フレームワーク）を示したもので、公認会計士等の特定の業務の基準を規定するもの
ではない。なぜ、そのような概念的枠組みが審議会から提示されなければならなかったのか、これ
が、一体、どのような意味と影響を持つのか。本稿では、意見書の位置づけ、意味、ならびに今後
の影響について、現在の「保証業務」の争点となっている内部統制監査や四半期財務情報のレビュー
などと併せながら、考察したい。
1　保証業務研究の歴史的経緯
　「保証業務」とは、assurance　engagementあるいはassurance　serviceを意味する。最新の定義
によれば、「主題となる事項を評価、または測定した結果について、責任当事者以外の想定される
利用者の信頼の程度を高めることを意図して、業務実施者が評価または測定の規準に照らして結論
を表明する業務」1）ということになる。
　たとえば、ある情報について、その作成者が、その情報を他者に伝えることにより、他者から一
定の経済的便益を得ようとする際に、もし独立した第三者がその情報の信頼性を担保すれば、作成
者は他者の信頼を得ることで、その経済的便益を得やすくなる。その際に、とくに、職業会計士は、
会計監査の長い伝統があるために、独立性と専門性からもたらされる社会の信頼があり、会計情報
以外の対象事項についても、その事項（たとえば、一定のシステム）の信頼1生の担保の仕事を依頼
される2）。そのような仕事を依頼されたとき、職業会計士の側からは、対象事項と、その規範とな
る判断規準とを比較するために検証手続を実施して入手した立証証拠をもとに、対象事項の規準に
1）　IFAC，　IAASB，　International　Framework　for　Assurance　Engagements，2004，　para7．
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対する準拠性について一定の保証（assurance）を得て、結論を表明することになる。
　もともと、この概念の発端は、米国など、職業会計士の業務が発達し、また各種の業務領域に進
出するなかから出てきたものである。
　すなわち、職業会計士たちが、爾来、行ってきた財務情報の監査業務以外にも、システムの信
頼性や安全性の監査など、監査の主題の多様化がみられる。また、監査よりは検証手続を簡素化
したレビュー（review）業務や、検証手続を依頼人の要望に合わせて限定した「合意された手続
（agreed－upon　procedures）」といった、「監査」の技術と「独立的会計職業専門家」というブラン
ドと会計事務所の国際的かつ巨大な業務ネットワークを活用した、監査以外の検証業務も現れてき
た。さらに、それらの境界を明確にしない各種の業務（たとえぼ、財務書類の調製（compilation））、
さらにまた、経営コンサルタントの領域と区別しにくい業務まで現れるに至った。このようなな
かで、米国公認会計士協会（AICPA）は、財務諸表監査以外の検証業務を証明（attestation）と
いう概念で統一し、1986年に証明業務基準（SSAE：Statements　on　Standards　for　Attestation
Engagements）を設けるに至ったのである。
　さらに、1990年代に入り、AICPAは、公認会計士の多様な業務展開を戦略的に推進するために、
より包括的で、業務の性格や検証手続の範囲、業務実施者の責任などを明確にする基準の開発を目
的とする研究を始めた。その際に、業務対象が様々であっても、検証手続を通して入手する立証証
拠でもって業務実施者が得る「保証（assurance）」を検証の共通の性格として特微付けて、これ
を包括的に「保証業務（assurance　service）」と称することにしたのである3）。しかし、AICPAには、
すでに業務基準書（SSAE）があり、また、2001年のエンロン事件で、財務諸表の監査業務に付随
して実施されるコンサルタント業務などの各種業務の同時提供に強い批判が生じ、その後、保証業
務の研究と業務基準の開発は頓挫した。
　代わって、カナダ勅許会計士協会（CICA）や、国際会計士連盟（IFAC）の国際監査実務委員会
（IAPC：International　Auditing　Practices　Committee）が、「保証業務（assurance　engagement）」
の研究と基準開発に携わるようになった。CICAは、1997年に保証i業務基準書（Standards　for
Assurance　Engagements）を公表し、また、　IAPCも、1999年に保証業務基準書（公開草案）を公
表している。さらに、わが国でも、日本公認会計士協会が研究成果と業務基準試案を公表した4）。
　このような研究や基準開発の歴史を踏まえて、IFACのIAPCを改組して設けられた、国際監
査・保証基準審議会（IAASB：International　Auditing　and　Assurance　Standards　Board：2002年
に改組）が、2004年に「国際保証業務フレームワーク（lnternational　Framework　for　Assurance
2）　日本経済新聞の2006年1月17日の朝刊が伝えるところによれば、ドイツで開催されるサッカー・ワール
　ドカップ大会のチケットの販売手続を大手会計事務所が「監査」することになった、という。毎回の大会で
チケット販売をめぐってのトラブルが起きているために、チケット販売のシステムの公平性や透明性につ
　いて第三者の評価の目を入れることでチケット販売手続への信頼性を高めることが目的であるが、これは
職業会計士の保証業務の一種である。
3）AICPA保証業務特別委員会報告書（Report　of　the　Special　Committee　on　Assurance　Services，1996．）
なお、本報告書は、CD－ROM形式で公表され、逐次、研究成果がインターネットで公開された。
4）　日本公認会計士協会次世代会計士保証業務研究会（座長：山浦久司）が、2000年に「公認会計士保証業
務～基礎概念、実務、および責任の研究～」を公表している。
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Engagements）」を公表している。このフレームワークは、　IAASBが設定する国際監査基準（ISA：
International　Standards　on　Auditing）の親基準として位置づけられ、　ISAの開発に当たって、本
フレームワークに準ずることになっているのである。
　冒頭に述べた、企業会計審議会意見書は、基本的には、IAASBのフレームワークを下敷きにし
ているが、わが国の監査基準の基礎となる役割を付された重要なものであり、また、わが国監査基
準の国際的収敏（コンバージェンス）の象徴的な存在でもある。
　意見書の前文で、「公認会計士監査の充実強化に関しては、国際的には、国際会計士連盟の国際
監査・保証基準審議会において、「国際監査基準」の策定が進められている。その過程では、従来
の監査業務のみならずレビュー業務などを包摂した“Assurance　Engagements”（保証業務）とい
う概念により、関連する業務の枠組みを整理している。「国際監査基準」は、近い将来、欧州連合
諸国の域内上場会社に適用される方向での議論も行われており、国際的調和の視点からも、職業的
専門家による保証業務に関するわが国の概念的枠組みを明らかにする必要がある。」と述べるのは、
上記の意味である。
2　保証業務の定義
　意見書は、「保証業務とは、主題に責任を負う者が一定の規準によって当該主題を評価又は測定
した結果を表明する情報について、又は、当該主題それ自体について、それらに対する想定利用者
の信頼の程度を高めるために、業務実施者が自ら入手した証拠に基づき規準に照らして判断した結
果を結論として報告する業務をいう。」（二保証業務の意味、1　保証業務の定義）と定義してい
る。図1を参照していただきたい。
図1　保証業務の構成
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　以上の保証業務の構成を財務諸表監査にあてはめれぼ、主題たる企業の会計、ないし財政状態、
経営成績およびキャッシュフローの状況等の表示事項について、主題に責任を負う者としての経営
者が、規準としての会計基準に従って測定し、その結果を主題情報としての財務諸表として想定利
用者であるユーザーに提示するという関係が前提にあり、保証業務の業務実施者である監査人は、
ユーザーの財務諸表に対する信頼の程度を高めるために、提示された財務諸表が会計基準に従って
企業の財政状態、経営成績およびキャッシュフローの状況を適正に表示しているかどうかについて、
自ら入手した監査証拠に基づき保証（assurance）を得て、その結論を監査報告書で表明する、と
いう関係で捉えられる。図1を財務諸表監査に則して捉え直したのが図2である。
図2　財務諸表監査の構成
　要は、保証業務は、業務の対象となる主題（財務情報だけでなく、システムや行為など幅広い）
の一定の規準（会計基準、システムの保安基準、コンプライアンス基準など）に基づいて、主題に
対する責任者が評価または測定した結果を表明する情報（主題情報）について、監査人などの業務
実施者が、その主題情報の規準準拠性を第三者の立場で立証し、結論を報告する行為をいう。その
結果、主題情報の利用者は、主題情報について信頼性を高められることになる。
　また、主題情報に対してではなく、直接に主題にっいて、業務実施者が、一定の規準と照らして
評価し、または測定して、結果を報告する場合も含まれる。たとえば、ある企業のe一コマース・
システムのセキュリティーについて、当該企業の経営者が特段の「信頼1生」を表明せずとも、外部
システム監査人が一定のセキュリティー基準にしたがって評価し、結果を報告する場合がある。こ
れを直接報告（direct　reporting）業務という。
　いわば、財務諸表監査を含む、第三者としての職業会計士による検証業務を総称して「保証業
務」という。その意味で、今回の意見書は、包括的な概念指針ということができる。なお、「保証」
（assurance）は、「与える保証」の意味で使われることが多いが、ここでは、「業務実施者が入手
した証拠でもって確証を得る」という意味で使っている。
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3　概念枠の必要性
　意見書は、単に、財務諸表監査を改めて抽象的な言葉で定義し直した、というのではない。財務
諸表監査については、すでに監査基準が存在するのであるから、あえて保証業務の概念的枠組みの
必要はない。意見書の必要性を、同前文は、次のように述べている。
「保証業務の枠組みは、国際会計士連盟においては自らの職業的規範として検討されているが、わ
が国では、保証業務の公益性の観点から、当審議会において、幅広い関係者による議論を通じ、保
証業務の意味を確認し、その要件と範囲の明確化を図ることにより、監査をはじめとする保証業務
に対する社会からの信認を確保することを目的として、保証業務の概念的枠組みの整理を行うこと
とした。」
　「本意見書は、「監査基準」のように、特定の保証業務を前提として適用されることを意図するも
のではない。したがって、本意見書に示された概念的枠組みが直接に業務上の規範となるものでは
ないが、個々の保証業務に関する基準等は、本意見書における概念的枠組みを基礎として設定され
ることになる。特に、財務情報を対象とする保証業務には、社会的にも重要な公益性の高い業務も
存在することに鑑み、その基準等は、本意見書の概念的枠組みの中で、幅広い関係者による公正か
つ透明性のある適切な手続を通じて、一般に公正妥当と認められる規範として設定される必要があ
る。」
　ここに明示されるように、意見書の目的は、保証業務の概念枠を示すことで、近未来的に次々と
ニーズが生まれる可能性がある業務、たとえぼ、四半期財務情報のレビューや内部統制評価報告業
務などに、一貫した基準作りの原理枠を示すことにある。それらの個々の業務は、この概念枠をも
とにして、業務基準が作成されることで、業務実施者だけでなく、ユーザーその他の関係者間に共
通した理解が得られるものと考えられるのである。
　つまり、財務諸表監査の延長線上にある保証業務全般の道筋を明らかにすることが、企業会計審
議会で意見書をとりまとめた第一の理由である。
　また、意見書では、業務実施者を、とくに公認会計士や監査法人に限定しているわけではないが、
上記のレビューや内部統制評価報告などは、財務諸表監査の延長線上で行われることになるであろ
うし、さらに、監査業務を通しての実績もあるので、保証業務に対する社会のニーズも公認会計士
や監査法人に集中すると思われる。また、公認会計士や監査法人が関与すれば、すべてが「監査」
であると誤解されることも多く、これらの誤解を解く目安としても意見書は役立つであろうし、逆
に、公認会計士や監査法人が公認会計士法によって監査業務との同時提供を禁じられている非監査
業務との峻別を図るにも有益であろう。この点が、企業会計審議会で意見書をとりまとめた第二の
理由である。
　実は、このような概念枠は、国際会計士連盟（IFAC）の国際監査・保証基準審議会（IAASB）が「保
証業務の国際的枠組み（lnternational　Framework　for　Assurance　Engagements）」として2003年
12月に確定し、その後、国際監査基準（ISA）が、順次、この国際的枠組みに従って、見直されて
いることからも理解できるように、財務諸表監査の精緻化と一貫性にも大きな影響を与えるのであ
る。また、わが国としても、国際監査基準との収敏（コンバージェンス）に積極的に取り組んでい
るところであり、その一環としても、企業会計審議会で今回の意見書は重要であったし、意見書を
とりまとめた第三の理由である。また、意見書は、基本的に国際的枠組みに沿って作成されたこと
も付言しておきたい。
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4　保証業務の分類
　保証業務の定義によれば、主題に責任を負う者、想定利用者、ならびに業務実施者の三者関係を
軸とし、一定の主題情報、または主題それ自体をめぐって保証業務が成立し、実施されるが、一般
には、主題情報に対して保証業務が行われる。たとえぼ、前述のように、財務諸表監査は、経営者
が財務諸表という主題情報を提示し、これを監査人が監査し、結論を監査報告書（保証報告書）で
報告するという仕組みを採っている。
　また、米国の企業改革法（サーベンズ・オクスレー法）が、監査人による内部統制の評価と報告
の制度を採り入れ、その後、いくつかの国でも制度化が進み、わが国でも、検討され始めたが、こ
れは、一般には、内部統制の整備と運用に責任を有する経営者が内部統制の一定の規準（COSO基
準など）への準拠性を経営者が声明書（これが主題情報となる）として発行し、これを受けて、監
査人が、声明書の内容の信頼性の検証を行って保証報告書を発行する、という仕組みとなる。
　しかし、主題に責任を負う者が自己の責任で想定利用者に主題情報を提示しないままに、業
務実施者が一定の規準に照らして判断する場合もある。これを、一般に、直接報告業務（direct
reporting）という。たとえば、内部統制の評価報告についてみれば、内部統制の一定の規準への
準拠に関する経営者の声明書が出されずに、監査人が直接に企業の内部統制の規準準拠性について
検証し、保証報告書を発行する業務もあり得るのである。
　さらに、保証業務には、当然に保証業務リスクが伴うが、監査と同程度の合理的に低いレベルの
リスクに抑えて実施することが可能な場合（これを合理的保証業務といい、財務諸表監査が典型的
な例とされる）と、業務として受け入れ得る程度ではあるが、合理的保証業務よりも保証業務リス
クが高く、限定的な保証しか得られない場合があり、これを限定的保証業務という。限定的保証業
務としては、一般的には、レビュー業務が該当する（二保証業務の意味、2　保証業務の分類）。
　合理的保証業務の保証報告書では、主題情報または主題に対して、一定の規準に照らして適正で
あるとか有効であるとかの評価判断が積極的な意見形式で述べられる。他方、限定的保証業務では、
図3　保証業務の分類
注題情報を対豪とする業務，i’
　　　（通常の業務形態）
主題情報が示されない業務
　　　（直接報告業務）
　合理的保証業務，
（監査など積極的保証報告書）
　　限定的保証業務
（レビュ畿など消極的保証報告書）
：財務情報、非財務情報、内部統制などのシステム、コンプラ
イアンスなどの行為、環境基準への取り組みなどがある。
定量的または定性的、客観的または主観的、確定的または予
測的、一定時点的または一定期間的な性格のものがある。
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入手した証拠の範囲では規準に合致しない事実は発見されなかった、という、消極的な意見形式の
報告書を発行することになる。
　以上の分類を、図3が示している。無論、保証業務を実施するにあたっては、業務実施者の独立
性、専門的技能や知識、業務に対する品質管理など、職業的専門家としての倫理を遵守する必要が
あるし、業務の受託に当たって保証業務の成立要件など、当該業務を適正に実施できる条件が揃っ
ているか、さらには業務の不適切な実施に対する責任の範囲などを見極める必要がある（二　保証
業務の意味、3　保証業務の実施の前提）。
5　非保証業務
　なお、意見書は、保証業務の定義に合致しない業務として、以下の4つを例示している。
　まず、「合意された手続」は、英語でagreed－upon　proceduresという。これは、業務実施者が、
主題に責任を負う者または特定の利用者との間で合意された手続に基づき発見した事項のみを報告
する業務であり、実施される手続が特定され、業務実施者が自らの判断により証拠を入手せず、ま
た実施した手続の結果のみが報告され結論が報告されないことから、保証業務の定義を満たさない
（二　保証業務の意味、4　保証業務の定義に合致しない業務）。
　さらに、業務実施者が財務情報の作成及び作成への関与を行う「調製（compilation）」も、業務
実施者が財務情報の作成および作成への関与を通じて、主題および主題情報に対して責任の一部を
担うことになることから、保証業務の定義を満たさない。また、業務実施者が主題に責任を負う者
の経営または税務上の判断に関わる助言や調査等を行う業務、税務申告書の作成や納税者の代理を
行う業務なども、保証業務の定義を満たさない。
　とはいえ、これらの業務に関わる書類に、たとえぼ公認会計士などの資格者の肩書きと名称が付
されると、利用者は一定の保証を期待することになるので、保証業務の定義に合致しない業務に関
する報告書においては、想定利用者に保証業務の報告書との誤解を与えるおそれがある用語や表現
を用いることは適当ではない、と意見書は規定している。
　実際に、これらの非保証業務と保証業務の区別は紛らわしい事例が多いのが実情である。たとえ
ぼ、最近、某公団の財務諸表をめぐって、公団側は監査法人の監査証明を得たと主張し、監査法人
側は、作成の計算的な手続きの正確性を跡付けただけで、監査に相当する検証手続を実施していな
い、と主張して対立した事例があったが、監査法人や公認会計士が署名した報告書が、一般からは
「保証業務」の報告書と受け取られやすいことも事実である。
　したがって、今後、業務実施者は、契約に当たって、条件等に当事者間の理解を得ること、また、
業務実施者自身も慎重な契約締結と報告書の記載が必要であるが、できれば、新たな業務ごとに、
明確な基準が設けられることが望ましい。
6　保証業務の要素
　図3でも理解できるように、今後、保証業務の範囲は広範に広がる可能性がある。現時点で問題
になっている、四半期報告書のレビューや内部統制評価報告書、さらにシステム監査や環境監査な
ど、われわれの社会生活に直接的にも、間接的にも関わる業務が少なくない。
逆にみれぼ、このような保証業務が種々に広がりをみせれば、保証業務と非保証業務の境界も曖
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昧になり、エンロン事件で問題になった、コンサルタント業務と保証業務のなし崩し的な交雑で監
査人の独立性が損なわれて監査不信の原因になったり、経済社会で重要な保証業務が信任を無くす
原因ともなったりしかねない。したがって、保証業務の構成要素のそれぞれについて、明確な要件
を定めておくことが重要となる。
　このような趣旨を汲み、意見書は、以下の各要素について要件を明示している（三　保証業務の
要素）。
（1）業務実施者、主題に責任を負う者および想定利用者の三当事者の存在
（2）適切な主題
（3）適合する規準
（4）十分かつ適切な証拠
（5）合理的保証業務または限定的保証業務にっいて適切な書式の保証報告書
　（1）保証業務に関わる当事者
　保証業務は、業務実施者、主題に責任を負う者および想定利用者の三当事者が関わることによ
り成立する。通常、主題に責任を負う者が想定利用者に対して契約上の説明責任（アカウンタビリ
ティー）を負う場合の三者関係が最もわかりやすいが、必ずしも、説明責任の存在が保証業務の成
立の前提とはならないであろう。
　業務実施者は、独立の立場から公正不偏の態度を保持することが最も重視されるため、自らが主
題に責任を負う者、あるいは想定利用者となることはできない。業務実施者は、職業的専門家とし
ての倫理の遵守など保証業務の実施の前提となる要件を満たし、他の職業的専門家の業務の利用を
含め、自らが実施すべき手続、実施の時期および範囲の決定について責任を有する。
　主題に責任を負う者は、必ずしも業務実施者と契約する当事者である必要はない。想定利用者が
契約の当事者である場合もあるからである。
　想定利用者は、業務実施者が作成した保証報告書を利用する者をいうが、保証報告書の名宛人以
外であっても、当該保証報告書を入手可能な者は想定利用者に含まれる。また、想定利用者が多数
であって特定できない場合には、主題に対して重要かつ共通の利害を有する主要な利害関係者を想
定利用者とみなすことができ、想定利用者または利用目的を特定する場合には、その利用者または
利用目的を制限する旨を保証報告書に記載する。なお、主題に責任を負う者は、想定利用者の1人
となることはできるが、唯一の利用者として限定するような保証業務は、三者関係が成り立たない
し、その場合は「合意された手続」として契約を受嘱すべきであろう（四　保証業務の当事者）。
　（2）主題
　保証業務における適切な主題は、識別可能であり、一定の規準に基づいて首尾一貫した評価また
は測定を行うことができ、かつ、業務実施者が主題情報に対する保証を得るために十分かつ適切な
証拠を収集することができるものとしている。意見書は、図3に示すような主題または主題情報の
事例、および性格を挙げているが、意見書の抽象性を補って、わかりやすくするためである。
　また、日本公認会計士協会の保証業務フレームワーク検討PT報告書（2004年7月）では、四半
期財務情報のレビュー、証券業の分別保管の法令遵守の検証業務、内部統制の有効性検証業務、I
Tシステムに係るTrustサービス業務、環境マネジメント認証業務などの具体的な業務を挙げてい
る。
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　なお、主題の性格は、業務実施者が主題情報に係る保証を得る際の正確性および入手可能な証拠
の説得力に影響すると考えられる（たとえぼ、時点情報は期間情報よりも立証しやすいであろう）。
このため、保証報告書には、かかる主題の性格を記載する必要があるとしている（五　主題）。
　（3）規準
　規準は主題を評価または測定するための尺度であり、その要件として、目的適合性、完全性、信
頼性、中立性、および理解可能性を挙げている。
　ただし、業務実施者が、一定の規準として、自らの期待、判断および個人的な経験を用いること
は、上記の保証業務の規準としての要件を備えない場合が多く、また保証業務の公益的性格に伴う
業務実施者の責任を鑑みれば適切ではないであろう。確かに、規準は、主題に応じて個別に策定さ
れることもあるが、その場合は、業務実施者が規準としての適合性を評価する。しかし、一般には、
法令のほか、財務諸表の作成に関しては一般に公正妥当と認められる企業会計の基準など、幅広い
関係者による公正かつ透明性のある適切な手続を通じて権威ある、または認められた機関によって
公表された規準が用いられる。
　主題がどのように評価または測定されているのかを理解するためには、想定利用者にも規準が利
用可能であることが求められる。たとえぼ、公表されている規準、主題情報において明示されてい
る規準、保証報告書において明示されている規準、その他、広く一般に理解を得られている規準を
挙げているが、規準が特定の想定利用者にのみ利用可能である場合、または、特定の目的にのみに
適合するものである場合には、当該規準に基づいた結論を報告する保証報告書の利用は、当該特定
の利用者または特定の利用目的に制限されることになる（六　規準）。
　（4）証拠
　業務実施者は、主題情報に重要な虚偽の表示が含まれていないかどうか（直接報告業務の場合は、
主題に規準に反する事項が含まれていないかどうかが立証の目的となるが、意見書にはこの点の記
載がないので追加すべきである。）について、職業的専門家としての懐疑心をもって保証業務を計
画し、実施し、十分かつ適切な証拠を入手する。証拠収集のための手続の種類、実施の時期および
範囲を決定する際には、業務実施者は、重要性、保証業務リスクおよび利用可能な証拠の量および
質を検討し、証拠として利用する情報の信頼性について、当該情報の作成および保存に関する内部
統制を含めて検討する点は財務諸表監査と同じである。
　ここで、業務実施者は、証拠の量的な十分性や適切性を勘案して、必要とされる証拠を入手する
ことが求められるが、単に証拠の入手量を増やすことにより質的な適切性を補うことはできないこ
と、また、効率的に証拠を入手しようとするあまり、費用上の観点から、十分かつ適切な証拠の収
集を省略することは妥当ではないことを指摘している。
　さらに、財務諸表監査と同じく、業務実施者が、証拠を収集する手続の種類、実施の時期および
範囲を決定するとき、さらに、主題情報に虚偽の表示があるかどうか（または、主題に規準に反す
る事項があるかどうか）の判断をするときに、重要性が考慮されるが、その際、想定利用者の意思
決定に影響する要因を理解して判断し、相対的な重要度、主題の評価または測定に対する種々の要
因の影響の程度、および想定利用者の利害等といった、量的ならびに質的要因の観点から検討を行
うことが求められる。
　保証業務リスクは、主題情報に重要な虚偽の表示がある場合に業務実施者が不適切な結論を報告
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する可能性をいい、一般に、固有リスク、統制リスク、発見リスクからなる、としている点も監査
基準と同じである5）。とくに、当該保証業務が合理的保証業務か限定的保証業務かの区別により、
抑えるべき保証業務リスクの水準が決まるとしている点は重要である。
　つまり、合理的保証業務においては、積極的形式で業務実施者の結論を報告する基礎として、合
理的保証が得られる業務環境にある限り、業務実施者は、合理的に低い水準となるまで保証業務リ
スクを抑える。限定的保証業務においては、保証業務リスクの水準を、合理的保証業務における水
準よりも高く設定することができるが、証拠を収集する手続、実施の時期および範囲を組み合わせ
ることによって、業務実施者は、消極的形式で報告を行う際の基礎としては十分に有意な保証水準
を得る必要があることを明示している。
　ただし、限定的保証業務においても、手続の適用を通じて十分かつ適切な証拠の収集が求められ
るが、十分かつ適切な証拠の収集手続の種類、実施の時期および範囲は合理的保証業務に対して限
定的であるので、主に分析的手続および質問によって、必要とされる十分かつ適切な証拠が得られ
ると考えられている。
　もちろん、業務実施者が利用可能な証拠の量および質は、主題が予測的である場合などの主題ま
たは主題情報の特徴による影響、主題に責任を負う者からの制約や物理的な制約による影響を考慮
して検討することとなり、業務実施者が、環境的要因や主題に責任を負う者または契約の当事者か
ら制約を受けることにより、十分かつ適切な証拠が入手できない場合には、結論の報告に必要な基
礎を得ることはできないこととなる（七　証拠）。
　（5）　保証報告書
　業務実施者は、適用した一定の規準や実施した手続に関する事項などを含めて、業務を実施して
得た保証に関する結論を保証報告書により報告するが、そこでは、当該保証業務が合理的保証業務
か限定的保証業務であるかの区別が明確に理解されるように記載する。
　合理的保証業務の保証報告書においては、業務実施者は、保証業務の対象となる主題または主題
情報について、保証業務リスクを合理的保証業務に求められる水準に抑えるための手続を実施した
ことを記した上で、積極的形式によって結論を報告する。その場合、すべての重要な点において、
一定の規準に照らして適正性や有効性等が認められるかどうかを報告する。
　限定的保証業務の保証報告書においては、業務実施者は、保証業務の対象となる主題または主題
情報について、保証業務リスクを限定的保証業務に求められる水準に抑えるための手続を実施した
ことを記した上で、消極的形式によって結論を報告する。その場合、すべての重要な点において、
一定の規準に照らして適正性や有効性等がないと考えられるような事項が発見されなかったかどう
かを報告する。なお、主題に責任を負う者による想定利用者への主題情報の提示がない場合、業務
実施者は、直接に主題について積極的形式または消極的形式によって結論を報告する。
　業務実施者の業務範囲に制約がある場合には、財務諸表監査の場合と同じように、結論を表明し
ないか、または限定付の結論を報告するかを検討する。また、業務実施者が、主題または主題情報
5）本意見書公表後、2005年10月に「監査基準」が改訂され、固有リスクと統制リスクを一括して「重要な
虚偽表示のリスク」として評価することとした。しかし固有リスク×統制リスク×発見リスク＝監査リス
クという監査リスクモデルが基礎にあることには変わりなく、齪歯吾をきたすものではない。
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について、すべての重要な点において、一定の規準に照らして、適正性や有効1生等が認められると
の結論を得られなかった場合には、その重要性を勘案して、限定付の結論または適正性や有効性等
が認められないとの結論を報告することとなる。
　ここで、保証業務を受託した後に、一定の規準が必要とされる要件を満たしていないとか、ある
いは主題が保証業務に適切でないといったことが判明した場合には、業務実施者は、その重要性や
影響の程度を勘案して、限定付の結論若しくは適正性や有効性等が認められないとの結論を報告す
るか、または結論を表明しないなどの措置を取ることにならざるを得ない。また、その際には、保
証業務の継続の可否についても検討することとなる（八t保証報告書）。
7　実務的な適用事例
　ここで、現在、わが国で議論の最中にある保証業務の具体的な適用事例として、四半期財務報告
と中問監査、ならびに内部統制報告の2つの問題について検討してみよう6）。
　（1）四半期財務報告レビューと中間監査
　IAASBは、2005年7月に、「監査人により実施される中間財務情報のレビュー基準」を確定し、
公表した7）。ここでは、財務諸表監査を行う監査人が、四半期財務報告などの中間期間の財務報告
についてレビューを行う場合の基準が示されている。これによれば、基本的に、分析的手続と質問
を行い、レビューの結果を報告する場合は消極的意見を表明することになり、「中間財務情報が、
すべての重要な点で、財務報告の基準に従って作成されていないと私どもに信じさせる原因となる
事項は何も認められなかった」という結論の表明となる。そして、この意見表明方式は、意見書の
枠組みに合致したものである。すなわち、レビュー業務は、限定的保証業務として、一定の限定さ
れた手続のもとで、消極的保証での意見表明をおこなうものである。
　一方、わが国でも、四半期財務情報の開示と、その検証の問題が提示され8）、企業会計審議会で
も国際基準に沿ったレビュー基準の設定が検討されている。他方で、わが国には、証券取引法に基
づく半期報告書に含める中間財諸表に対する中間監査制度が動いており、その基準は、レビューよ
りは、年次財務諸表の監査に近い形をとっている。つまり、中間監査では監査人が得る保証の水準
6）企業会計審議会監査部会は、2005年から四半期財務報告の検証を審議課題として挙げ、また、同内部統
制部会は、すでに2005年12月に「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準のあり方について」とい
　う部会報告をまとめ、公表している。
7）　IAASB，　International　Standard　on　Review　Engagements，　Review　of　Irlterim　Financial　Information
performed　by　the　Auditor　of　the　Entity，2005，
8）金融審議会金融分科会第一部会、ディスクロージャー・ワーキング・グループ報告一今後の開示制度の
　あり方について一（2005年6月28日）では、「証券取引所における四半期開示では、これらの要約連結貸借
対照表、要約連結損益計算書等にっいて公認会計士又は監査法人による保証手続が求められていない。四
半期財務諸表の信頼性を高める観点から、保証手続に係る基準を整備し、その導入を図るべきである。」と
指摘されている。これを受けて、企業会計審議会監査部会でも四半期財務情報の保証手続を審議しているが、
　「レビュー」を基本線として議論している。
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もレビューよりは監査に近く、わが国独自の仕組みではあるが、四半期財務報告とその検証の制度
化が実現するとき、中間監査の扱いが課題となるはずである。その制度的な整理の段階で、意見書
の概念的枠組みは重要な規範とならねぼならない。
　（2）　内部統制監査
　監査人による内部統制の監査は、米国のサーベンスオクスレー法（2002年）によって一般の上場
事業会社に導入されたものであるが、わが国でも、その制度化に向けて、準備が進んでいる。その
発端は、2004年12月の金融審議会の報告であった9）が、すでに、意見書ではこの点を織り込み、そ
の前文で、「本意見書では、財務情報等に係る保証業務に関する概念整理を行うことを主たる目的
としているが、内部統制など財務情報以外の事項を対象とした業務も含めた幅広い観点から、包括
的に保証業務の概念を整理し、その中で財務情報等に係る保証業務も位置付けられるという枠組み
を採っている。したがって、本意見書に示された概念的枠組みは、財務情報以外の事項を対象とす
る保証業務にも援用することが可能と考えられ、今後、各方面において活用されることが期待され
る。」と述べているところである。
　企業会計審議会内部統制部会は、2005年12月に「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準
のあり方について」を公表したが、ここでは、内部統制の信頼［生に関して監査人は「監査」のレベ
ルで保証を得るものとしている。この点でも、意見書は、わが国の保証業務の制度的な展開の過程
で、基準化の重要な規範の役割を果たそうとしているのである。
8　保証業務の意義と問題点
　意見書をめぐっての企業会計審議会での審議では、その抽象性と、現在の監査制度との直接的な
関連性が低いために、意見書の意義や目的について多くの意見が交わされた。しかし、いくつかの
事例でもって示されるような今後の保証業務の展開の可能性を考えれば、意見書の存在意義は、む
しろ将来的に明らかになってくるのではないかと思われる。
　確かに、意見書に示す保証業務の枠組み自体は、保証業務全般に共通する包括基準であり、具体
的な業務基準ではない。しかし、保証業務の概念的枠組みに照らせば、公認会計士の行う保証業務
は「公認会計士法における「監査又は証明」業務を包含するものと捉えることができる」（一　審
議の経緯等、4　現行制度との関係）と明記しているように、公認会計士の独占業務とされる、財
務書類の監査または証明に対する包摂規範的な役割が見込まれる。
　当面の課題としては、四半期財務情報のレビューと内部統制報告の業務に関する基準の母体基準
としての役割が期待されるが、今後、監査基準や中間監査基準の見直しの手がかりを提供する可能
性もある。
　いずれにせよ、保証業務へのニーズが社会のいろいろな場面で生じ、業務が種々の広がりをみせ
るなかで、本意見書の意義は大きいのである。
9）金融審議会金融分科会第一部会、ディスクロージャー・ワーキング・グループ報告（2004年12月24日）
で、財務報告に係る内部統制の有効性に関する経営者の評価と公認会計士等による監査のあり方が明示さ
れ、2005年1月に、企業会計審議会に内部統制部会が設置された。
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　しかしながら、他方で、保証業務の問題点も無視できないであろう。なかでも、保証業務という
名前で行う経営コンサルティングに相当する業務や、経営者の意思決定にかかわる業務（情報シス
テムのセキュリティーの監査結果が、同時に経営者のシステム設計に影響する場合など）で、それ
が財務諸表監査と同時提供されることになると、エンロン事件以降、世界的に進行した監査制度改
革で謳われる、監査人の独立性確保に対する侵害ともなりかねない。
　もともと、米国で保証業務の研究と基準化に向けての動きの発端は、公認会計士による財務諸表
監査以外の業務領域の開拓にあったことが知られており、エンロン事件以降、この研究と基準化の
矛先が鈍ったのも、根は同じである。しかし、皮肉にも、2002年サーベンスオクスレー法が内部統
制監査制度を義務化し、これが財務諸表監査を対象としない保証業務の典型例であることを考えれ
ば、改めて、保証業務の概念的枠組みに関する、本意見書の意義は大きいと思われる。
　前述のように、おりしも、わが国では、四半期報告書のレビューや上記内部統制監査制度導入の
論議が盛んであるが、これらの動きを見越した、本意見書の公表の意義が改めて評価されなければ
ならないであろう。
　また併せて、本意見書が単なる業務領域の拡大のための根拠を供する、という実務的意義の面だ
けではなく公認会計士のコア・コンピータンスなる財務諸表監査の概念整理の基礎を供する、とい
う学術的側面の意義をも見逃すべきではない。
一15－　　「保証業務の概念的枠組み」の意義と論点
